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健康増進課

長田　容一
（都留市）

　平成22年4月より都留市から福祉保健部健康増進課へ人事交流
派遣として配属され、ふと気がつけば今年度も残り僅かとなってし
まいました。電車での遠距離通勤には未だに慣れることができず苦
労しておりますが、課員の皆様はもとより山梨県の職員の方々の暖
かい励ましなどにより今日に至っております。
　また、配属当初には通勤時間の変化だけではなく、事務処理手続
きの違いやシステムなどの変化、そして事務処理量の多さに、今ま
での市での職務経験全てがリセットされてしまったかのようにす
ら思い仕事に対して辛いと感じることもありました。しかし、周囲
の方々のご協力やご指導に助けられ、今では毎日が仕事に追われ続
けてはおりますが楽しんで業務を行っています。
　県で勤務するなかで、県と市での事務処理方法等の異なった部分
について互いのメリット・デメリットを少しずつ感じるようになっ
てきましたが今は違った部分を感じる程度であり、メリット・デメ
リットをしっかりと認識し業務に反映させられる時には派遣期間
が終了してしまうことになってしまうかも知れません。
　しかし、県で勤務させていただき、市での勤務では接点のないよ
うな方との交流による貴重な体験や異なった事務処理手続き等に
より学ばせてもらうことは、今後の自分にとって大きな財産となる
ことは間違いありません。
　派遣交流期間も残り半分ほどになりましたが、またまだ周囲の皆
様に迷惑をかけることばかりではあり、私自身が県にとってメリッ
トなれる部分があるか不安ではありますが、今後も自分なりに全力
で職務にあたらせて頂きますので引き続きご指導ください。

福祉保健総務課

梶原  茂弥
（中央市）

　平成22年4月より交流派遣職員として福祉保健部福祉保健総務課に配属
となりました。2年間の人事交流期間も早いもので半分が過ぎようとして
います。
　4月1日に初登庁した際には、業務内容や仕事の進め方、システム等様々
な部分において市で経験したものと異なり、2年間の交流期間を全うでき
るのか、思い悩む毎日でしたが、課員の皆様に助けられ何とかここまで来る
ことができたと感じています。
　現在担当している業務は、社会福祉法人に関する認可及び指導を中心に
ホームレス対策などを担当しています。社会福祉法人の認可指導は市町村
では取り扱わない事務のため馴染みが薄く、法律や用語、運営のあり方など
を覚えるのに四苦八苦する毎日です。
もうすぐ交流期間も2年目に突入します。2年目はもう少し余裕を持って
周りを見渡し、より多くのことを吸収し、この交流を単なる経験として終わ
らせず、今後どのように活かしていくのかを考えていきたいと思います。
　課員の皆様には何かとご迷惑をお掛けするかと思いますが、これからも
ご指導の程よろしくお願い致します。

観光振興課

小林  利広
（甲府市）

　平成22年4月から甲府市より交流派遣職員として、観光振興課観
光地企画担当としてお世話になっております。当初職場環境の変
化や事務手順の違いなど戸惑いもありましたが、周囲の方々の温
かい指導や力添えを頂き、充実した毎日を過ごしています。
　日常の業務では、地域と連携し観光地の魅力を掘り起こし、HP、
メールマガジン、ブログ、観光パンフレット、誘客キャンペーン、観
光説明会などにより、時代のトレンドに即した旬の観光情報を旅
行会社や観光客に戦略性をもって強力にPRしています。
　また、JR東日本やNEXCO中日本などと連携した誘客促進活動
を推進しています。
  「思いつきではダメだ!そこに明確なビジョンとストーリーがあ
るのか?」この一言は観光振興課の指標であり指針です。
　この時期にこの観光地で何がお勧めなのか?この仕掛けなら再
び訪れたいと思えるのか?そして、自らも行ってみたいと思えるの
か?論理的思考、観光客目線、宿泊旅行調査、観光客動態調査分析…
自問自答しながらの日々は続きます。私は、ここに観光先進地とし
て他県から多くの問合せをいただく理由を一部垣間見る事ができ
た気がします。
　このような「攻めの観光」を続ける山梨県観光部の一員として、
職務を遂行できる事に喜びと誇りを感じています。
　最後に、このような貴重な機会を与えてくださいました方々に
感謝するとともに、残された期間で少しでも多くのことを学び、今
後の職務に活かせるよう努力して参りたいと思います。

県と市町村、また、市町村間において職員交流が盛んに行わ
れています。今回は、市町村から県へ派遣され活躍している
皆さんに登場していただき、近況を紹介していただきました。
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道路整備課

米山  哲也
（南アルプス市）

　昨年の4月より南アルプス市から県土整備部道路整備課に配属
となって、早いもので一年が過ぎようとしています。配属された当
初は、職場環境の違いや業務の質と量の多さが加わり戸惑いと緊
張・不安の毎日でしたが、周囲の方々に懇切丁寧なご指導・ご助
言をいただき、今では充実した毎日を送っています。
　私が担当しているのは、市町村道に関する国庫補助事業の申請
から完了検査までの一連の業務や道路・橋梁に関する調査などの
業務です。補助事業制度や事業の流れなど、学ぶことが非常に多く
苦心しておりますが、大変勉強になっております。
　また、各市町村担当者の方々とも接する機会が多く、各地域それ
ぞれの状況・課題を把握できると同時に情報交換の場を持つこと
ができ、交流を深める貴重な機会にもなっています。
　最後になりますが、お世話になっている課の皆様に感謝すると
ともに、残された期間で少しでも多くのことを学び、南アルプス市
に戻ったときにこの経験を活かせるよう努力していきたいと思い
ます。

市町村課

外川  博章
（富士河口湖町）

　平成22年4月より、富士河口湖町から総務部市町村課財政担当
に配属され、一年を迎えようとしています。不安の中登庁しました
が、早々の歓迎会で、市町村課の皆さまに温かく声を掛けて頂き、
緊張が和らいだことを覚えています。
　4月当初は、何も分からない状態で国や市町村との事務のやりと
り、また、富山県へ出張など忙しい日々が始まりました。財政業務
は初めての経験であり、毎日が今まで聞いたことのない用語の連
続で戸惑いはありましたが、「習うより慣れろ」の精神で業務をこ
なしています。
　私の業務は主に、市町村や一部事務組合の予算・決算の調査及
び分析や、地方債の業務全般（協議対応など）に関することを行っ
ています。その中でも印象に残っているのは、甲府財務事務所立ち
会いのもと、市町村との起債のヒアリングです。ヒアリングをされ
る側からする側へ、どのような姿勢で臨めばよいのか、不安を打ち
消すように知識を詰め込んだことを覚えています。
　今年度は、市町村課内の若手メンバーによる定期的な仕事内容
の勉強会がありましたので、私以外の仕事も幅広く知ることがで
き、さらに、他の担当の皆さまと意見交換できる良い機会となりま
した。
　今後は、市町村課で得た経験、知識及び人脈をより多く町へ還元
していきたいと思っております。一年間という短い期間ですが、何
年もいたかのような充実した時間を過ごせているのは、市町村課
の皆さま、私の業務に携わって頂いた皆さま、この貴重な機会を与
えて頂いた富士河口湖町の皆さまのお蔭です。この場をお借りし
て心から感謝を申し上げます。

富士・東部建設事務所
吉田支所

堀内　 拓
（富士河口湖町）

　平成22年4月より交流派遣職員として富士河口湖町から富士・
東部建設事務所吉田支所道路課西部道路担当に配属され早9 ヶ月
が経とうとしております。私自身、行政職として町に採用になった
訳ですが、配属された部署は土木の専門職の部署なので配属当初
は基礎知識もない自分に勤まるのだろうかと不安な日々を過ごし
ておりました。しかしながら、周囲の皆様の丁寧なご指導、ご助言
をいただくことで徐々に順応することができ本当に感謝しており
ます。
　私の業務は主に道路工事の設計、発注、監督で、主に担当してい
る路線は（都）船津小海線と一般国道300号です。（都）船津小海線
は、富士河口湖町を東西に連絡する全長3,980mの幹線道路であ
り、市町村合併支援道路として道路事業、土地区画整理事業と一体
となって早期の全線供用を目指しているところであります。一般
国道300号は、富士吉田市から身延町へ至る主要幹線道路であり、
第二次緊急輸送道路に指定されており、H8道路防災総点検の要対
策箇所について防災工事を実施し、緊急輸送路としての機能を確
保しているところであります。2路線とも富士河口湖町地内です
ので、大変やりがいを感じております。
　最後に、残された期間に少しでも多くのことを吸収し今後に活
かせるよう努めたいと思います。

市町村課

中込  浩人
（南アルプス市）

　平成22年4月から総務部市町村課で研修生としてお世話になっ
ております、南アルプス市から参りました中込です。1年間の研修
期間も大半を終え、残すところあとわずかになりました。4月当初、
緊張しながら登庁していたことが、ついこの間のように思い出さ
れます。
　私は税政担当で固定資産税の担当をさせて頂いています。年度
の前半は、課税免除に係る減収補てんのヒアリングに始まり、固定
資産税に係る基準財政収入額の算定、概要調書など、提出書類の検
収と市町村からの質問に回答する日々でした。これまでの提出・
質問する立場から、検収・回答する立場に変わり、地方税法や解説
本とのにらめっこに明け暮れました。年度の後半は交付税検査で
す。今年度は15の市町村に伺いました。固定資産税初心者の私でし
たが、経験豊富な市町村の方々に対応していただき、スムーズに検
査を進めることができました。この場をお借りしまして感謝申し
上げます。そのほかには、普通交付税や特別交付税の算定数値の検
収など、地方税とは異なった業務も経験し、見聞を広めることがで
きました。また、担当外の仕事ではありましたが、昨年7月の参議院
選挙は、県の選管として開票速報に従事するなど、貴重な経験にな
りました。
　最後になりますが、市町村課の皆様、市町村の職員の方々には、
この一年間大変お世話になりました。心より感謝申し上げます。ま
た、今後ともよろしくお願いいたします。
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総
務
省
で
は
、全
国
の
地
方
公
共
団
体
を
対
象
に「
地

方
公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
情
報
化
の
推
進
状
況
調
査
」

を
毎
年
実
施
し
て
い
ま
す
。こ
の
調
査
は
、地
方
公
共
団

体
に
お
け
る
行
政
情
報
化
施
策
等
の
取
り
組
み
を
支
援

す
る
際
の
参
考
と
す
る
た
め
実
施
し
て
お
り
、調
査
結
果

は「
地
方
自
治
情
報
管
理
概
要
」と
し
て
取
り
ま
と
め
ら

れ
公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。本
年
度
の
調
査
結
果
は
平
成

二
二
年
一
一
月
九
日
に
総
務
省
か
ら
公
表
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
す
が
、県
内
の
市
町
村
の
状
況
は
次
の
と
お
り
で

す
。

　

な
お
、本
調
査
内
容
は
多
岐
に
わ
た
る
た
め
、誌
面
の

都
合
上
、主
な
も
の
を
掲
載
し
ま
す
。調
査
の
詳
細
な
内

容
や
個
別
の
市
町
村
の
回
答
状
況
は
、総
務
省
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
ご
覧
い
た
だ
き
た

い
と
思
い
ま
す
。

（http://w
w

w
.soum

u.go.jp/m
enu_new

s/

s-new
s/36822.htm

l

）

　

C
I
O
（
情
報
統
括
責
任
者
）の
任
命
率
は
、全
国

市
区
町
村
の
七
六
・
七
%
に
対
し
て
、県
内
市
町
村
は

八
五
・
二
%
と
全
国
の
任
命
率
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

（
表
1
）ま
た
、電
子
自
治
体
推
進
計
画
等
を
策
定
し
て

い
る
市
町
村
は
一
〇
市
町
村（
三
七
・
〇
%
）で
あ
り
、そ

の
う
ち
三
市
町
村（
一
一
・
一
%
）が
定
期
的
に
見
直
し

を
行
っ
て
い
ま
す
。（
表
2
）電
子
自
治
体
推
進
計
画
等

の
策
定
状
況
は
、全
国
に
比
べ
る
と
低
い
割
合
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

現
在
本
県
で
は
、県
と
県
内
全
市
町
村
が
共
同
で「
や

ま
な
し
申
請
・
予
約
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト（
や
ま
な
し
く
ら

し
ね
っ
と
）」を
運
用
し
て
お
り
、各
種
申
請
等
が
オ
ン
ラ

イ
ン
に
よ
り
可
能
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

業
務
別
の
行
政
手
続
き
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
の
実
施
状

況
は
、公
共
施
設
予
約
が
一
二
市
町
村（
四
四
・
四
%
）、図

書
館
蔵
書
検
索
が
一
九
市
町
村（
七
〇
・
四
%
）、イ
ベ
ン

ト
等
の
申
し
込
み
が
一
九
市
町
村（
七
〇
・
四
%
）で
高
い

割
合
で
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。（
表
3
）一
方
、公
共
事
業

に
か
か
る
電
子
入
札
の
実
施
は
一
市
町
村（
三
・
七
%
）の

み
で
す
が
、全
国
市
区
町
村
で
は
二
五
・
一
%
で
実
施
さ

Ⅰ 
は
じ
め
に

Ⅱ 

電
子
自
治
体
の
推
進
体
制
の
整
備

Ⅲ 

電
子
申
請
シ
ス
テ
ム
の
実
施
状
況

表1　CIO（情報統括責任者）の任命		 	 	
県内市町村 全国市区町村

任命している 23（85.2%） 1,343（76.7%）

任命していない 4（14.8%） 407（23.3%）

表２　電子自治体推進計画等の策定状況	 	 	
県内市町村 全国市区町村

電子自治体推進計画等を策定している 10（37.0%） 755（43.1%）

電子自治体推進計画等を住民・企業等
に対して公表している 4（14.8%） 487（27.8%）

電子自治体推進計画等の実施状況につ
いて事後評価を実施している 2（  7.4%） 233（13.3%）

電子自治体推進計画等を定期的に見直
している 3（11.1%） 375（21.4%）

表３　業務別行政手続のオンライン化の実施状況
県内市町村 全国市区町村

公共施設予約のオンライン化の
実施 12（44.4%） 635（36.3%）

ネットワークを活用した図書館
蔵書検索の実施 19（70.4%） 1,171（66.9%）

公共事業に係る電子入札の実施 1（  3.7%） 440（25.1%）

物品調達（非公共事業）に係る
電子入札の実施 0（  0.0%） 170（  9.7%）

手数料・地方税の電子納付の実
施 3（11.1%） 154（  8.8%）

イベント等の申込のオンライン
化の実施状況 19（70.4%） 508（29.0%）

携帯電話向けの申請サイトの開
設状況 11（40.7%） 527（30.1%）
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れ
て
お
り
、総
務
省
の
公
表
で
も
市
町
村
に
お
い
て
特
に

進
展
が
著
し
い
項
目
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、県
内
各

市
町
村
に
お
い
て
も
導
入
の
検
討
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

　　

市
町
村
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
は
、県
内
全
市
町
村
で
開
設

さ
れ
て
お
り
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
住
民
参
画
や
行
政

の
透
明
性
の
確
保
の
状
況
は
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上
で
意

見
・
要
望
を
受
け
付
け
て
い
る
市
町
村
が
二
五
市
町
村

（
九
二
・
六
%
）、例
規
を
公
表
し
て
い
る
市
町
村
が
二
二

市
町
村（
八
一
・
五
%
）、パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
行
っ

て
い
る
市
町
村
が
一
三
市
町
村（
四
八
・
一
%
）と
高
い
割

合
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
表
4
）一
方
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
上

で
情
報
公
開
請
求
を
受
け
付
け
て
い
る
市
町
村
は
二
市

町
村（
七
・
四
%
）で
あ
り
、全
国
市
区
町
村
の
一
三
・
四
%

に
比
べ
る
と
低
い
割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
機
能
と
し
て
は
、申
請
・
届

出
等
の
様
式
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い

る
市
町
村
が
二
六
市
町
村（
九
六
・
三
%
）と
ほ
と
ん
ど

の
市
町
村
で
実
施
、情
報
検
索
シ
ス
テ
ム
を
備
え
て
い

る
市
町
村
が
二
二
市
町
村（
八
一
・
五
%
）、ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
に
配
慮
し
て
い
る
市
町
村
が
一
六

市
町
村（
五
九
・
三
%
）と
高
い
割
合
に
な
っ
て
い
ま
す
。

（
表
5
）

　

各
市
町
村
に
お
け
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充
実
は
、住
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
繋
が
る
こ
と
か
ら
、更
な
る
充
実
が

期
待
さ
れ
ま
す
。

　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
管
理
者
や
責
任
者
、担
当
者
を

任
命
し
て
い
る
市
町
村
は
二
五
市
町
村（
九
二
・
六
%
）、

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ
ー
は
全
市
町
村
で
策
定
し

て
い
ま
す
。ま
た
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
修
を
実
施
し
て

い
る
市
町
村
は
一
八
市
町
村（
六
六
・
七
%
）と
な
っ
て
い

ま
す
。一
方
、情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
業
務
継
続

計
画（
B
C
P
）を
策
定
し
て
い
る
市
町
村
は
二
市
町
村

（
七
・
四
%
）に
止
ま
っ
て
い
ま
す
。（
表
6
）

　

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
つ
い
て
は
、情
報
漏
洩

事
件
な
ど
、昨
今
新
聞
紙
上
を
に
ぎ
わ
す
事
例
が
発
生

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
更
な
る
充
実
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

　

総
務
省
に
お
い
て
は
、現
在
、「
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
推

進
本
部
」が
設
置
さ
れ
、情
報
シ
ス
テ
ム
の
集
約
と
共
同

利
用
を
進
め
る「
自
治
体
ク
ラ
ウ
ド
」の
全
国
的
な
展
開

に
向
け
た
具
体
的
な
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。ま
た

本
調
査
で
も
、今
回
紹
介
し
た
項
目
以
外
に「
統
合
型
地

理
情
報
シ
ス
テ
ム（
G
I
S
）」や「
地
域
情
報
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
」な
ど
に
関
す
る
調
査
も
行
っ
て
い
ま
す
が
、

特
に
統
合
型
G
I
S
の
整
備
率
は
、総
務
省
の
公
表
で
も

市
区
町
村
に
お
い
て
特
に
進
展
が
著
し
い
項
目
の
一
つ

と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
な
ど
、新
た
な
取
り
組
み
が
進
展
し

て
い
ま
す
。

　

県
内
市
町
村
で
は
、こ
の
よ
う
な
新
た
な
取
り
組
み
へ

の
対
応
が
、人
的
、財
政
的
な
面
な
ど
で
早
急
に
は
困
難

な
場
合
も
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
が
、今
回
紹
介
し
た

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
充

実
や
電
子
申
請
の
推

進
に
つ
い
て
は
住
民

サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に

直
結
す
る
も
の
で
あ

り
、取
り
組
み
が
比

較
的
容
易
な
も
の
で

あ
る
と
考
え
ま
す
。

今
後
も
本
調
査
結
果

な
ど
を
参
考
に
し
て

い
た
だ
き
、各
市
町

村
に
お
け
る
電
子
自

治
体
推
進
へ
の
一
層

の
取
り
組
み
が
期
待

さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ

り
ま
す
。

Ⅴ 

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
等
の
実
施
状
況

Ⅵ 

お
わ
り
に

Ⅳ 

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

表４　ホームページでの住民参画や行政の透明性確保	
県内市町村 全国市区町村

ホームページ上で意見・要
望を受け付けている 25（92.6%） 1,502（85.8%）

電子掲示板等による住民と
の意見交換を行っている 7（25.9%） 225（12.9%）

ホームページを利用したパブ
リックコメントを行っている 13（48.1%） 966（55.2%）

ホームページ上で情報公開
請求を受け付けている 2（  7.4%） 235（13.4%）

ホームページに政策評価結
果を公表している 6（22.2%） 570（32.6%）

ホームページに例規を公表
している 22（81.5%） 1,443（82.5%）

ホームページに首長の記者
会見を公表している 5（18.5%） 323（18.5%）

住民の交流サイト（地域Ｓ
ＮＳ）を設けている 4（14.8%） 116（  6.6%）

※ＳＮＳ（Social Network Service）：一般的なウェブサイトとは異なり、すでに加入している人が招
待することにより参加する形式としたことで、現実社会でのつながりのある会員から構成されるウェ
ブコミュニティ。地域ＳＮＳは新しい住民参画のツールのひとつとして期待されている。

表５　ホームページの機能等		 	 	
県内市町村 全国市区町村

申請・届出等の様式のダウン
ロードサービスを行っている 26（96.3%） 1,608（91.9%）

情報検索システムを備えている 22（81.5%） 1,347（77.0%）
外国語による情報提供を行ってい
る（外国語バージョンの開設） 8（29.6%） 621（35.5%）

携帯電話対応のホームペー
ジを開設している 16（59.3%） 1,054（60.2%）

ＲＳＳ機能を設けている 15（55.6%） 422（24.1%）
映像を配信している 10（37.0%） 744（42.5%）
ＣＭＳを採用している 16（59.3%） 886（50.6%）
ホームページの評価・診断
を実施している 11（40.7%） 382（21.8%）

ホームページのバリアフ
リーに配慮している 16（59.3%） 950（54.3%）

※ＲＳＳ（RDF Site Summary/Rich Site Summary/Really Simple Syndication）：ホームページの
ニュースや新着情報など更新された情報をまとめ、ＲＳＳリーダと呼ばれるソフトウェアにリアルタ
イムに配信する機能のこと。	 	 	 	 	
※ＣＭＳ（Content Management System）：ホームページのテキストやグラフィックなどの素材を統
合的に管理し、更新・配信するソフトウェア。定型的に素材を登録することで、ホームページの情報が
半自動的に更新されることから、一貫性のあるサイト構築が実現でき、ユーザビリティの向上につなが
るほか、リンクの変更・削除などの管理や公開日時の設定の機能を持つものもある。

	 	
県内市町村 全国市区町村

情報セキュリティの管理者や責
任者、担当者を任命している 25（  92.6%） 1,615（92.3%）

情報セキュリティポリシー
を策定している 27（100.0%） 1,700（97.1%）

情報セキュリティ研修を実
施している 18（  66.7%） 1,228（70.2%）

情報システムに関する業務継続
計画（ＢＣＰ）を策定している 2（    7.4%） 102（  5.8%）

表６　情報セキュリティ対策等の実施状況
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Q&A
自　　治

お答えします！

Question&Answer

　

地
方
公
営
企
業
の
会
計
制

度
に
つ
い
て
は
、昭
和
27
年

の
地
方
公
営
企
業
法
施
行
以
来
、

『
発
生
主
義
・
複
式
簿
記
』に
よ
る
会
計
を

導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、企
業
性
を
発
揮

す
る
環
境
の
整
備
に
留
意
し
つ
つ
も
、企

業
債
を
借
入
資
本
金
と
し
て
資
本
に
位
置

づ
け
る
な
ど
、地
方
公
営
企
業
独
自
の
仕

組
み
が
と
ら
れ
て
き
ま
し
た
。

　

一
方
、企
業
会
計
に
お
い
て
は
、国
際
基

準
を
踏
ま
え
た
会
計
ビ
ッ
グ
バ
ン
と
呼
ば

れ
る
大
幅
な
会
計
基
準
の
見
直
し
が
行
わ

れ
ま
し
た
。そ
の
結
果
、地
方
公
営
企
業
会

計
と
企
業
会
計
と
の
制
度
上
の
違
い
が
近

年
大
き
く
な
っ
て
お
り
、相
互
の
比
較
分

析
を
容
易
に
す
る
た
め
に
も
両
制
度
の
整

合
を
図
る
必
要
が
生
じ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、地
方
独
立
行
政
法
人
化
を
選
択

す
る
地
方
公
営
企
業
も
増
え
て
お
り
、同

種
事
業
の
団
体
間
比
較
の
た
め
に
も
、地

方
公
営
企
業
会
計
基
準
と
企
業
会
計
原
則

に
準
じ
た
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準

と
の
整
合
を
図
る
必
要
が
生
じ
て
い
ま
す

し
、連
結
財
務
４
表
が
整
備
さ
れ
る
地
方

公
会
計
制
度
に
お
け
る
会
計
モ
デ
ル
に

も
、企
業
会
計
原
則
に
準
じ
た
会
計
制
度

が
導
入
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

さ
ら
に
、地
方
分
権
改
革
推
進
委
員
会

の
勧
告
に
お
い
て「
義
務
付
け
・
枠
付
け

の
見
直
し
と
条
例
制
定
権
の
拡
大
」及
び

「
地
方
自
治
体
の
財
務
会
計
に
お
け
る
透

明
性
の
向
上
と
自
己
責
任
の
拡
大
」が
掲

げ
ら
れ
て
お
り
、地
方
公
営
企
業
経
営
の

自
由
度
の
向
上
を
図
る
観
点
や
ス
ト
ッ
ク

情
報
を
含
む
財
務
状
況
の
開
示
拡
大
の
た

め
、「
地
域
主
権
」の
確
立
に
沿
っ
た
見
直

Ａ
地
方
公
営
企
業
会
計
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
教
え
て

く
だ
さ
い
。

Ｑ

し
を
進
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、見
直
し
に
当
た
っ
て
の
基
本
的

な
考
え
方
と
し
て
は
、①
現
行
の
企
業
会

計
原
則
の
考
え
方
を
最
大
限
取
り
入
れ
た

も
の
に
す
る
こ
と
、②
地
方
公
営
企
業
の

特
性
を
適
切
に
勘
案
す
る
べ
き
こ
と
、③

「
地
域
主
権
」の
確
立
に
沿
っ
た
も
の
と
す

る
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

具
体
的
な
見
直
し
事
項
は
、次
の
と
お
り

で
す
。

Ⅰ　

地
方
公
営
企
業
会
計
基
準
の
見
直
し

・	

借
入
資
本
金
に
計
上
さ
れ
て
い
る
企

業
債
等
を
負
債
に
計
上
す
る
。

・	

補
助
金
等
に
よ
り
取
得
し
た
固
定
資

産
に
つ
い
て「
み
な
し
償
却
制
度
」は

廃
止
す
る
。

・	

償
却
資
産
の
取
得
に
伴
い
交
付
さ
れ

る
補
助
金
等
に
つ
い
て
は
、「
長
期

前
受
金
」と
し
て
負
債
に
計
上
し
た

上
で
、減
価
償
却
見
合
い
分
を
、順
次

収
益
化
す
る
。

・	

退
職
給
付
引
当
金
等
の
計
上
を
義
務

化
す
る
。

・	

新
た
な
繰
延
資
産
へ
の
計
上
を
認
め

な
い
。

・	

た
な
卸
資
産
の
価
額
に
つ
い
て
は
、

低
価
法
を
義
務
付
け
る
。

・	
減
損
会
計
を
導
入
す
る
。

・	

リ
ー
ス
会
計
を
導
入
す
る
。

・	

セ
グ
メ
ン
ト
情
報
の
開
示
を
導
入
す
る
。

・	

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
の
作

成
を
義
務
付
け
る
。

・	

勘
定
科
目
の
見
直
し
を
図
る
。

Ⅱ　

資
本
制
度
の
見
直
し

・	

法
定
積
立
金（
減
債
積
立
金
、利
益
積

立
金
）の
積
立
義
務
を
廃
止
す
る
。

・	

経
営
判
断
に
よ
り
、資
本
剰
余
金
、利

益
剰
余
金
を
資
本
金
に
組
み
入
れ
る

こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し
、資
本
剰

余
金
の
処
分
制
限
は
廃
止
す
る
。

・	

経
営
判
断
に
よ
り
、資
本
金
の
額
を

減
少
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と

す
る
。

Ⅲ　

財
務
規
定
等
の
適
用
範
囲
の
拡
大

・	

原
則
と
し
て
、法
非
適
用
企
業
に
財

務
規
定
等
を
適
用
す
る
。

Ⅳ　

見
直
し
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

・	

地
方
公
営
企
業
会
計
基
準
の
見
直
し

に
つ
い
て
は
、政
省
令
の
改
正
に
よ

り
、平
成
25
年
４
月
に
施
行
が
予
定

さ
れ
て
い
ま
す
。（
適
用
開
始
会
計

年
度
は
検
討
中
）

・	

資
本
制
度
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、

現
在
国
会
に
お
い
て「
地
域
主
権
改

革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律

の
整
備
に
関
す
る
法
律
案
」と
し
て

地
方
公
営
企
業
法
の
一
部
改
正
が
審

議
中
で
す
。

	

（
参
考
：
法
案
の
施
行
日　

　
　
　
　
　
　

  

平
成
23
年
４
月
１
日
）

・	

財
務
規
定
等
の
適
用
範
囲
の
拡
大
に

つ
い
て
は
、引
き
続
き
検
討
を
進
め

る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
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過
疎
対
策
事
業
と
は
、過
疎

地
域
自
立
促
進
特
別
措
置
法

（
以
下「
過
疎
法
」と
い
う
。）第
２
条
の
規

定
に
よ
り
公
示
さ
れ
た
市
町
村
が
、過
疎

法
第
６
条
の
規
定
に
よ
り
策
定
さ
れ
る
過

疎
地
域
自
立
促
進
市
町
村
計
画（
以
下「
市

町
村
計
画
」と
い
う
。）に
基
づ
き
実
施
す

る
事
業
で
あ
り
ま
す
。

　

過
疎
法
の
一
部
改
正（
平
成
22
年
４
月

１
日
施
行
）を
受
け
て
、平
成
22
年
度
よ
り

過
疎
法
の
失
効
期
限
が
６
年
間
延
長（
平

成
28
年
３
月
31
日
ま
で
）さ
れ
、過
疎
地
域

自
立
促
進
の
た
め
の
特
別
措
置
と
し
て
、

過
疎
対
策
事
業
債（
以
下「
過
疎
債
」と
い

う
。）の
対
象
と
な
る
施
設
が
追
加
さ
れ
る

と
と
も
に
、過
疎
債
の
対
象
が
過
疎
地
域

自
立
促
進
特
別
事
業（
以
下「
ソ
フ
ト
事

業
」と
い
う
。）へ
も
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

　

ソ
フ
ト
事
業
の
対
象
と
な
る
の
は
、地

域
医
療
の
確
保
、住
民
の
日
常
的
な
移
動

の
た
め
の
交
通
手
段
の
確
保
、集
落
の
維

持
及
び
活
性
化
、そ
の
他
の
住
民
が
将
来

に
わ
た
り
安
全
に
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と

の
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
を
図
る
た

め
、特
別
に
地
方
債
を
財
源
と
し
て
行
う

こ
と
が
認
め
ら
れ
る
事
業
で
、産
業
や
交

通
通
信
体
系
な
ど
10
分
野
に
わ
た
り
ま

す
。例
え
ば
、「
産
業
の
振
興
」事
業
で
は

農
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
化
及
び
販
売
促
進
事

業
等
が
、「
交
通
通
信
体
系
の
整
備
」事
業

で
は
デ
マ
ン
ド
バ
ス
の
運
行
に
対
す
る
支

援
等
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。さ
ら
に
、過
疎
債

を
財
源
と
し
て
、ソ
フ
ト
事
業
実
施
の
た

め
の（
地
方
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治
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４
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の
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定

に
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り
設
け
ら
れ
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で
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町
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に
し
た
上
で
、償
還
前
や
過
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。
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取
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ら
れ
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れ
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扶
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扶養控除

（年少）

廃止

25万円縮減

12万円縮減

特定扶養控除

特定扶養控除

扶養控除
（成年）

扶養控除
（成年）

老人扶養控除
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はつらつ！！ 　山梨県に住みはじめて３年、富士吉田市役所の土木職に
なって早１年になります。土木職というと、工事現場の作業員を
想像されるかもしれませんが、市の職員は工事の監督員の立
場です。発注予定の工事について測量・設計・積算を行い、現
場が始まれば設計通りに進むよう指示します。「土木エンジニ
ア」というとちょっとかっこいいです。
　道路公園課では、市道と公園に関する工事全般を担当して
います。一口に工事といっても、道路の補修、橋梁の架け替え、
カーブミラーの設置など、多岐にわたります。土木に携わる人間
はよく「地図に残る仕事」と表現しますが、現場で少しずつ構
造物が出来ていくのを見ると、完成したときには感慨深いもの
があります。
　まだまだ未熟者ですが、地元出身でないことやゼネコンで働
いていた経験を活かして、新しい風を吹かせられたらと思いま
す。また、現場の華として、枯れないように気をつけます。
　最後に、スマートICや幹線道路の計画が進められ、ますます
アクセスが良くなる富士吉田に、ぜひ遊びに来てください！

はつらつ！！ 　私は、平成２２年４月に中央市職員として採用していただき、
商工観光課に配属されました。初登庁を控えた３月末日、新聞
で配属先を知り「福井県出身で中央市のことを全く知らない私
が観光担当！？」と腰を抜かしたことから始まり、４月の初イベント
が季節外れの降雪で中止、毎年数万人が来場する春のれん
げまつりは嵐で会場がグチャグチャになるなど波乱の幕開けで
したが、それでも一日一日を大切に、楽しみながら業務にあたら
せていただいてきました。
　商工観光課観光担当の私の仕事は、中央市で行われるイ
ベントの企画運営、県内外市町村イベントでの中央市特産品
売り込み、市の観光パンフレット作成、映画やドラマのロケ地紹
介等です。魅力ある中央市を広くアピールし大勢の観光客に
お越しいただけるよう、市内外を飛び回り情報の収集・発信に
努めています。
　博士課程まで進学したため27歳という年齢での遅い社会
人デビューですが、同年代の先輩職員達に早く追いつけるよ
う、また、中央市をより素敵な街にできるよう、一層努力し学んで
いきたいと思っています。

はつらつ！！ 　私は、平成22年4月に富士川町役場に採用され、税務課に
配属された後、現在は企画課にて勤務をしております。主な業
務は、交付金の取りまとめや総合計画の作成、事務事業評価
の取りまとめ等です。特に企画課は、町の将来について考える
部署ですので、まだ合併して間もない富士川町を今後どのよう
な町にしていくのか、町の将来像を見据えて考えていかなけれ
ばならない問題が多く、幅広い視点に立って物事を考える反
面、町民の目線に立って考えることも必要になります。配属して
間もない頃は、何かと戸惑うこともありましたが、今では緊張感
の中にも楽しさがあり、充実した日々 を送っています。
　現在は、各種交付金の申請に関する業務が中心であり、
各課の担当と連絡を取り合いながら申請の準備を進めてい
ます。特に交付金の規定等を理解し、分からない部分は素直
に聞き、理解した上で仕事を進めるという姿勢を意識しており
ます。
　まだまだ分からないことも多々あり、勉強の毎日ですが、住民
の様々なニーズに応えられるように心がけ、富士川町の未来の
ために日々 努力していきます。

はつらつ！！ 　私は平成22年4月に西桂町に採用になり、税務住民課に配
属されました。主に住民窓口業務や外国人登録、戸籍届出の
処理などの担当をしています。
　身分事項に関わる仕事をしているため、間違った処理はで
きないという責任と緊張感を感じながら、小さな町なので任せて
もらえる仕事も多く、様々な経験ができ、やりがいを感じていま
す。毎日の業務で、様々な人と関わることが多いため、そのケー
スに柔軟に対応しながらも、平等、公平な立場で一貫性を持っ
て対応するためになぜこうするのかという根拠に基づいた対応
をすることの難しさとそれ以上に重要性を実感しています。
　まだまだ至らないことだらけですが、西桂町の接遇目標である
「明るいあいさつ、誰にも親切、迅速なサービス」をもとに住民
の方の立場に立った対応を心掛け、日々経験を積み、知識を
習得し、信頼される職員になれるように努力していきたいと思
います。
　そして生まれてからこれまで育てていただいた西桂町の発
展に貢献できるよう頑張っていきたいと思います。

木谷 昌経 Masanori Kitani

中央市役所　商工観光課

荻原 恭子 Kyoko Ogihara

富士吉田市役所　道路公園課

秋山 真樹 Masaki  Akiyama

富士川町役場　企画課

荒井 瑠美 Rumi  Arai

西桂町役場　税務住民課
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いきたいと思っています。

はつらつ！！ 　私は、平成22年4月に富士川町役場に採用され、税務課に
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　現下の極めて厳しい市町村の行財政環境を踏まえ、当協会では、市町村の貴重な財源となるサマージャン
ボ等宝くじ及びオータムジャンボ宝くじの発売額確保に努めながら、市町村ニーズに即応した事業を積極
的に展開し、地域の活性化に向けた多彩な活動を支援して参りたいと考えております。
　特に、平成23年度は、次のとおり長期貸付の制度の充実を図るとともに、（財）全国市町村研修財団（市町村
職員中央研修所・全国市町村国際文化研修所）及び（財）全国建設研修センターへの研修経費に対する助成を
拡充し、一層、市町村職員の資質向上に資することとしておりますので、ご活用をお願いします。

　

①　長期貸付について
　市町村の一般会計債の発行額が減少していることを踏まえ、貸付予定枠を20億円（平成22年度より3億
円減）とする予定です。
　また、市町村等から希望が多い、繰越事業への貸付を行うため、これまで、年1回（3月）の貸付を年2回（5
月、3月）にして実施します。

②　研修経費への助成について	
（財）全国市町村研修財団（市町村職員中央研修所・全国市町村国際文化研修所）及び

（財）全国建設研修センターの研修経費助成について、次のとおり助成割合を引き上げます。

　※ただし、市町村長、市町村議会議員等特別職を対象とする特別セミナー等については、全額助成します。
　

市町村 振興協会たより

○貸付時期	 5 月下旬及び平成 24年 3月下旬

○貸付利率	 政府資金の貸付利率の利率以下で理事長が定める。

○償還期間	 5 年以内（うち据置期間 1年以内）

	 12 年以内（うち据置期間 2年以内）

	 15 年以内（うち据置期間 3年以内）

○償還方法	 半年賦元金均等償還

現行

1/2助成

平成23年度

2/3助成

問 い 合 わ せ （財）山梨県市町村振興協会　TEL 055-237-3153    FAX 055-237-5788
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役職名　　　　　     団体名　　　　　　　　 職名　　　　　　　　     氏名　

市町村職員情報誌「やまなし自治の風」編集委員会委員名簿

　今号の編集にあたり、編集委員会では、市町村職員の情報誌として、可能な限
り市町村職員の取り組み等の紹介を拡充することとし、誌面の調整等行う中で、新
任職員等若年層の職員を紹介する「はつらつ市町村職員」の人数を1名から4名
に増やしました。
　また、大型プロジェクトやイベント等で中心的な役割を担った職員を紹介する「時
の人」については、誌面を拡大し詳細な紹介に努めました。
　更に、70年ぶりに生息が確認された「クニマス」について、富士河口湖町にご協
力いただき、本誌の裏表紙に紹介をさせていただきました。
　これからもタイムリーな情報や市町村職員の様々な取り組みの紹介等、内容の充
実を図って参りたいと思います。
　結びに、大変お忙しい中、執筆していただいた執筆者の方々には、深く感謝を申
し上げます。

編集後記

K e n   T e z u k a
手塚   健さん

（南アルプス市総務部　主査）

　昨年10月から試行を始めた携帯電話によ
る情報サービス「Mなび」では、北岳周辺の
登山道標に設置したＱＲコードを読み込むこ
とで、周辺に生息している動植物、山の歴史
情報をその場で取得することが出来ます。
　この「Mなび」は、私が参加している市職員
による政策づくり勉強会の提案の中から生
まれました。
　当初は文化財担当の職員から「QRコード
を使ったまち歩き史跡ナビを市でもやっては
どうか」という案で考えていました。しかし史
跡があちこちに点在している市内では、徒歩
では回りにくい。そこで「市名の由来でもあ
る南アルプスの魅力を活かした、登山ナビな
らどうか」という提案になりました。
　事業化に向けては、山岳ＮＰＯの協力体制
も得る中で、市とＮＰＯが協働して実施に向
けての協議を重ねました。それぞれの立場か

ら様々な意見が出て、非常に前向きな議論が
出来ました。
　こういった経験をすることで、職員一人一
人、そして住民一人一人に市政への色々な
思いがあると改めて実感しました。
　今後も勉強会への参加を続け、市を良くし
ようという思いを大事にして、よりよい行政
へつなげていけるように努力したいと考えて
います。

思いを集めて
　よりよい行政へのの

とき

ひと
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「西湖でクニマスの生息が確認」

　約 70年前に絶滅したとされていた「クニマス」が、京都大学・
中坊教授らの調査により西湖で生息していることが確認されまし
た。「クニマス」は秋田県田沢湖に生息し、周辺の開発により
湖の水質が変化し絶滅した国のレッドリストに掲載されている魚で
す。昭和 10 年西湖に田沢湖から卵が放流された記録が残って
いますが、発見されたクニマスはその子孫と考えられます。西湖
でクニマスが 70 年に及び生息してきたのは、西湖に住む皆様
が環境を守ってきた結果だと思います。

【富士河口湖町提供】


